
テーマ別評価

公益財団法人 JKA

機械振興補助における防災・減災事業への補助
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1.対象事業の概要

【対象事業概要】 安全・安心、生活の質の向上、防災・減災に関する事業（機械振興補助事業・振興事業補助）
※特に(2)

【補助率】 4/5

【補助上限】 5,000万

【補助対象】
財団法人・社団法人、技術研究 組合、特定非営利活動法人（NPO法人）、特別の法律に基づいて設立された法人

「2024年度 補助方針」より
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2.対象事業の過去の補助実績

【補助事業名】 平成30年度 小規模橋梁の安全確認のための効率的点検技術の調査研究
【補助事業者名】 一般財団法人 ニューメディア開発協会
【交付決定金額】 23,044（千円）
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3.防災・減災に関する事業者の実態

【防災・減災に関する事業者の実態】

⚫ 平成30年度に申請があって以来、5年以上補助実績のない分野となっている。

【考えられる原因】

⚫ 防災・減災の取り組みは、内閣府・国交省関連が中心。さらには各自治体が主導。

機械振興による防災・減災という観点から、財団法人・社団法人などで補助対象となる団体は限定的。
また、補助のターゲットとなり得る主要な団体においても、国や自治体からの受託研究中心に行っている。
ゆえに、JKAの補助に対するニーズは薄いと推察された。
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4.補助申請候補団体リスト

＃ 団体名 団体概要・取組等 備考

１ 一般財団法人
先端建設技術センター

• 建設ロボット、無人化施工、大深度地下トンネル施工技術などの開発、新技術情報
システム、プロジェクト・マネジメント、建設副産物リサイクルなどに取り組む

建設技術に関する調査研究
（研究テーマ例）
・建設AI技術に関する研究

２ 一般財団法人
河川情報センター

• 河川及びその流域に関する情報の収集、処理・加工、解析、保管及び提供に関す
る調査研究及び技術開発を行うことにより、情報管理及び情報提供の手法を確立
し、その成果を広く国、地方公共団体その他の防災関係機関及び国民社会に提供

• その成果活用の促進を図り、もって水災害による被害の軽減及び危機管理並びに河
川の適正な管理及び利用の増進に役立てる

防災・減災の事業・研究
水害に関する調査研究
（研究テーマ例）
・河川防災施設の危機管理運用手法の検討

3 公益財団法人
河川財団

• 河川に関する活動（調査研究・啓発活動等）に対する助成と普及事業
安全で災害に強い川・豊かで美しい川を目指して、河川への理解を深めるなど河川
の整備、保全及び利用を促進するとともに、河川の中で行われる体験活動等により
国民の心身の健全な発達を促進することを目的として助成事業およびその成果の普
及を行う

水害に関する調査研究
（研究テーマ例）
・河川管理施設の維持管理手法の合理化
・河道変化に順応的に対処する管理技術

4 公益財団法人
リバーフロント研究所

• リバーフロント研究所は、河川・流域の治水・自然環境・生態系、水辺のにぎわい、さ
らには健全な水循環系の視点から、これからの社会のあり方や価値観を提案し、その
実現に向けた課題を見出し、施策提言・研究・技術開発・普及啓発などの活動を通
じてその解決を図るとともに、現場実践、多様な主体との連携・協働を通じてスタン
ダードをつくり社会実装させることに取り組む

水害に関する調査研究
（研究テーマ例）
・高規格堤防の整備推進手法の検討

5 一般財団法人
土木研究センター

• 土木に関する共同研究、技術開発及び調査・試験・研究・保守の受託を行い、専
門性・実務性に裏付けられた成果を挙げるとともに、土木系材料・製品・技術及び道
路保全技術を対象とした建設技術審査証明事業により、民間の新技術の開発や建
設現場への導入・普及を支援

土木に関する調査研究
（研究テーマ例）
道路施設の点検、維持管理に関する研究
道路土工構造物の健全性判定手法の開発

6 一般財団法人
砂防・地すべり技術
センター

• 「土石流」、「地すべり」、「がけ崩れ」、「雪崩」をはじめ、火山噴火による「火砕流」、
「泥流」、「溶岩流」の土砂移動現象の発生メカニズムや効果的な対応策、及び近
年多発する「流木災害」について、調査・研究

• 常に新技術を探求し、より効果の高い防災・減災対策を提供

土砂流・地すべり・がけ崩れ・雪崩等の調査研究
（研究テーマ例）
深層学習を用いた崩壊危険地の推定
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補助申請候補団体 ①一般財団法人先端建設技術センター

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 「産官学」の連携のもとに、先端的な建設技術の
調査研究、開発及び普及を図ることによって、国
土基盤整備を推進し、安全・安心で豊かな暮ら
しを実現することを目的として設立

• 建設ロボット、無人化施工、大深度地下トンネル
施工技術などの開発、新技術情報システム、プロ
ジェクト・マネジメント、建設副産物リサイクルなど
に取り組んできた

（一部抜粋）
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補助申請候補団体 ②一般財団法人河川情報センター

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 河川及びその流域に関する情報の収集、処理・
加工、解析、保管及び提供に関する調査研究
及び技術開発を行うことにより、情報管理及び情
報提供の手法を確立し、その成果を広く国、地
方公共団体その他の防災関係機関及び国民社
会に提供

• その成果活用の促進を図り、もって水災害による
被害の軽減及び危機管理並びに河川の適正な
管理及び利用の増進に役立てる
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補助申請候補団体 ③公益財団法人河川財団

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 防災技術や流域での減災に向けた技術の向上
はもとより、健全な河川生態系や水循環系の保
全・再生、合理的な河川維持管理手法の開発
や良好な水辺利用の促進など多岐にわたるテー
マに取り組むとともに、行政を支援する政策提言
の発信を行う

機械振興・工学分野および
防災・減災に関わりそうな
取組の抜粋
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補助申請候補団体 ④公益財団法人リバーフロント研究所

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 河川・流域の治水・自然環境・生態系、水辺の
にぎわい、さらには健全な水循環系の視点から、
これからの社会のあり方や価値観を提案し、その
実現に向けた課題を見出し、施策提言・研究・
技術開発・普及啓発などの活動を通じてその解
決を図るとともに、現場実践、多様な主体との連
携・協働を通じてスタンダードをつくり社会実装さ
せることに取り組む

機械振興・工学分野および
防災・減災に関わりそうな
取組の抜粋
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補助申請候補団体 ⑤一般財団法人土木研究センター

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 「土木に関する調査、試験及び研究の促進に努
めるとともに、その成果の普及を図る」ことを目的と
して、1979年、建設大臣認可のもと設立された
法人

• 一貫して当初の使命を踏まえつつ、時代の変化
に柔軟に対応することにより、「国土建設・保全
技術の発展向上」に寄与

• 具体的な業務内容としては、土木に関する共同
研究、技術開発及び調査・試験・研究・保守の
受託を行い、専門性・実務性に裏付けられた成
果を挙げるとともに、土木系材料・製品・技術及
び道路保全技術を対象とした建設技術審査証
明事業により、民間の新技術の開発や建設現場
への導入・普及を支援

• 例えば、橋梁の部分塗り替え塗装、海岸の砂の
移動解析、BGモデル(Bagnold概念に基づく3
次元海浜変形モデル)を用いた海岸侵食対策検
討、軟弱地盤の改良、土工構造物の診断・性
能評価、路面性状に係わる装置検定やすべり測
定評価、車両用防護柵の性能評価などの技術
は、当センターに特化した成果

機械振興・工学分野および
防災・減災に関わりそうな
取組の抜粋
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補助申請候補団体 ⑥一般財団法人砂防・地すべり技術センター

【団体概要】 【主な事業と補助の対象となり得る取り組み】

• 「土石流」、「地すべり」、「がけ崩れ」、「雪崩」を
はじめ、火山噴火による「火砕流」、「泥流」、「溶
岩流」の土砂移動現象の発生メカニズムや効果
的な対応策、及び近年多発する「流木災害」に
ついて、調査・研究し、安全・安心な国土の保全
に貢献

• 常に新技術を探求し、より効果の高い防災・減
災対策を提供

機械振興・工学分野および
防災・減災に関わりそうな
取組の抜粋
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5.防災・減災に関する事業の補助メニュー改良に向けた方向性

補助対象の拡大

機械振興による防災・減災という観点からは、民間と大学のプレイヤーも存在する。

しかし、民間は現行の補助メニューでも対応している分野を限定されていることから、拡大検討は難しいと考える。

そのため、研究補助（機械振興）の対象とする学問領域を見直すことを検討していく。
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（参考）研究補助（機械振興）の対象学問領域

「2023年度 研究補助（機械振興）の募集要項」より

• 15分野、46区分の学問領域に対して支援
• 上記の分野・区分は、それぞれ日本学術振興会の

科学研究費助成事業の審査区分の中区分、小区分に対応
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（参考）防災・減災に関わる学問領域
• 科研費の審査区分のうち、工学かつ防災・減災に関わると考えられる学問領域は、主に以下が挙げられる。
• 現在、 JKAの研究補助（機械振興）の対象学問領域になっていない「土木工学およびその関連分野」を研究補助の対象とすることも一案。

JKA研究補助
対象外

JKA研究補助
対象

※必ずしもすべての研究が防災・減災に
関わるとは限らないものの、赤下線の
内容は関係するものもあると推察。
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（参考）防災・減災に関わる学問領域
• 防災・減災に関わる学問領域の科研費における応募件数は以下の通り。
• 「土木工学およびその関連分野」の各小区分の応募件数は、いずれも概ね100件台（安全工学関連と同水準）となっており、

また、その採択率も20%台後半～30%強程度である。
そのため、科研費に応募している研究者に対して周知していくことができた場合、一定程度の応募はあると考えられる。
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6．まとめ

⚫これまでの取組みの評価

✓ 防災・減災の取り組みは、内閣府・国交省関連が中心であり、さらには各自治体が主導。
機械振興による防災・減災という観点から、財団法人・社団法人などで補助対象となる団体は限定的。
また、補助のターゲットとなり得る主要な団体もこうした国や自治体からの受託研究中心に行っている。
一方で、こうした団体は自主研究等も僅かながら実施している。

✓ そこで、応募件数の大幅増は見込めないものの、リスト団体にはヒアリングを行い、今後の補助メニュー改
良も視野に入れ、検討を進めたい。

⚫今後に向けての考え方

✓ 機械振興による防災・減災という観点からは、民間と大学のプレイヤーも存在するが、民間は現行の補助
メニューでも対応している分野を限定されていることから、拡大検討は難しいと考える。

✓ そこで、研究補助の対象とする学問領域を見直すことで、申請件数の増加も見込められそうなので、今
後に検討する余地はありそうである。
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